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Ⅲ930年代前後における都市部落の

状態と同和事業について

秋定嘉和
（京都市立芸大・大阪工業大講師）

条件を提示してきているといえよう。したがって、運動

の当面している問題の側から論をたてることが必要てあ

ることは、いうまでもない。

本稿は、この課題とは、若干の視点をかえてまとめよ

うとしている。つまり、戦前、水平運動の高揚をみる京

都市の「同和地区」とそれに関係する「同和事業」を検

討するなかで、その内容と事実を押えていくというかた

ちをとっている。そして、戦前の資本主義発展のなかで

都市部落のおかれた状況を簡単に整理するなかで、今後

の作業を考えることにある。

いうまでもなく同和事業は、水平運動のたかまりのな

かで権力の側からする対応策としての側面をもつ。その

具体的内容が、部落の側に何をもたらしたかということ

の糾明は、さらに深められねばならないのであるが、今

回の作業が、それへのはじまりであることも附記してお

きたい。

また、今後、これらの作業を通して、1930年代の「解

消論」に対して、部落の実態に即した論点を展開するこ

とも意図している。

１，京都市同和地区の状態について

ａ、その沿革と人口状況

京都市における都市部落は、古くは、旧市域の外廓地

域や河川・荒地地域に存在したのであるが、封建都市と

しての発展をみるなかで、漸次、都心部に位置するよう

になってきた。いま、この沿革をたずねれば、ほとんど

が、中世的起源をもつ。たとえば、諸国窮民が、清水寺

の参道に集住し、いわゆる「坂の者」として端を発した

り、加茂積に居住した「雑戸の民」に始ったりした諸住

民集団が、分散・集住の過程のなかで、それぞれの地区

に定着をみせたのが、大略、寛文年間といわれる。この

期の調査（正徳年間）によれば、旧市内六地区の戸数は

500戸に満たなかった④。

その後、第１表にみられるように、明治維新後の流入

窮民と、人口自然増加により、1937年現在（６地区）

19,554人となり人口密度１万坪当り1,608人であり、こ
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はじめに

近代部落史研究のうえで、都市部落のもつ意義につい

て論及されたものは多くない。

それは、従来の研究の視点が、いわゆる「日本資本主

義論争」の問題提起をうけ、労農派は、部落問題の日本

資本主義発展への解消論的見解をとっていたし①、一

方、講座派は、その半封建制的制約を主張することか

ら、農村における封建制一地主制との関連で、部落問題

をとらえる立場がつよく出ていたことと関連するといえ

よう。②

現在、「高度成長政策」の展開をみるなかで部落問題

の解消論の新しい論及もみられるのであるが③、しか

し、解放運動の高揚をみるなかでも依然として困難な諸

－５２－ 
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年の調査（26府県ZO1地区・173,589人）によれば、約１０
（ 

％が転住し、農村から淵'１１１丁の部落へ（雑業地区）集中が

みられることと対応する。⑥

ここで、第２表の検討に入るが、まず第１に、同一地

区に本籍をもっている世帯主は、５７％で、他の43％は、

他地区、他府県からの流入者である。主たる流入者は朝

鮮人で（1Ｍ．848人）京都市内他地区（10％）や近畿

地方（12％）をこえている。このことは、地区の差別的

存在が、新たな植民地人氏の流入一民族的被差別者を包

括していくものとして機能してくることを示している。

いいかえれば、資本主義的発展＝対外侵略の結果によ

り、更に新しい差別の重層構造をつくりあげることにな

り人民内部の差別状況を一層、複雑にしてきたといえよ

う。

さて、第２の特徴は、流入の増大がみられるのは1930

年代前後で、このころより一層はげしくなるということ

であろう。いま、「地区」別にみれば、最も流入率の低

いのは、竹田・深草など農村を周辺にもつ都市近郊地区

である。また三条のように居住の限界にある地区は、そ

の増加傾向も低い。崇仁地区は、他地区、他府県からの

流入者が多く、壬生・楽只・義正地区は、朝鮮人の流入

者が多い。

次に、出生率を検討すれば、一般地区との対比でみれ

ば、京都市は、自市出生率が高〈（1930年調．４９％）他
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＜出典＞「未解放地区の生活実態」

不良住宅地区に関する調査」

同和行政の概要」より作成。

｢京都市における

｢京都市における

れは、市の人口密度1275人に比して約６倍に達する過剰

人口地帯を形成する。⑤

いま、人口の流動状況を概括してみれば、戦前におい

て、一貫して都心部「地区」は人口増加をとげていく

が、戦後においては、その過密,性の限界から減少傾向を

示すものすらでるが、逆に周辺部「地区」は増加してい

く。このことを、全国的傾向で押えるならば、1927～８

第２表世帯主の本籍地と居住年月
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業部''1にまで拡大してきていることである。しかし、こ

のことによって、差別がなくなるとか減少していくとい

うことではなくて、一般産業への雇侃iのなかで、差別|Ｍ１

題が惹起されていくということにたる。つまり、「地区」

外雇ｲliliの機会の増大は、明治期より進んできたものであ

ろうが、そのことで、さらに新しく一般労働者の就労分

野に入っていくことで、より直接的・具体的な差別状況

がありえたのではないかと思われる⑩。

そして、また、前記の彪大な日雇・雑役層の存在は、

都市貧民として、資本主義的分解の所産として把握され

ねばならない側面をもっており、この過剰労働力の形成

については、部落産業の解体一再編の方向とあわせ再び

分析が試みられねばならないのである。

つぎに、商業部門についてみれば、第１に大きな数を

しめるのは、零細営業主の存在であり、物品販売・仲買

商のなかに多くの屑物・古物商や、靴・皮革・肉類商を

含んでいるのが特徴である。

第２は、露天商人層の存在が大きい。商業従事者の約

30％が、それにあたる。

さらに、各業種別に、営業主と労働者の関係をみる

と、「地区」内における友染・機織・綿統沢業は５軒、

建築業は４軒、運送業は１軒しかない。このことは、

「地区」外で業者は仕事場をもつか、店舗・営業所をも

たない零細業主を考えねばならない。また、物品販売業

主の多さは、靴・下駄・履物などの業種の家屋数の多さ

と対応しており、それは、販売と製造を兼ねた型を示す

ものと思われる⑪。このことが「部落産業」主として、

専業主の数の少なさを表現していると考えられる。した

がって「物品販売業者」と「部落産業」労働者は対応し

て存在していると考えて以下、内容をみてみよう。

いま、第４表によれば、「部落産業」と考えられる業

種は、圧倒的な家族労働力に依存しており、職人・徒

弟、その他労働者をあわせても家族労働者をこえない。

そして、その比率は、経営規模の零細性と比例してお

り、このことは、また、職工・徒弟が業主になりうるよ

うな生産一需要とこれに対応した技術水準、資本形態を

示している。たとえば、皮革製品統計の歴史的推移をみ

ても明治末期から昭和12年まで、１業主あたり、３～５

人雇傭をつづけ、需要の増大には、製造戸数の増加とそ

れにみあう雇傭職工の一定数増加という型で発展してき

ている。むしろ、製造戸数の増加に対して、職工数の増

加比が低いことからみて、より零細化傾向は激しい。こ

れは、皮革製品産業のなかの１部門に製革業の工場制工

業への移行を部分的にみながらの対応形態でもあった。

⑫(以下第５表参照）

履物類も、皮革製品と同じ傾向で、１営業主当り３人

府県からの流入者の111産率が、比較的、他の大都iljより

低い⑦。このことは、前述した都Tl丁部落の各地区の「世

帯主・居住者の本籍地調」における同一地区内本籍所有

世帯57％に対応した傾向を示していると思われる。しか

し、京都市全体では朝鮮人の出生率が、２．２％と低い数

を示すが、この２．２％が都市部落とその周辺に集中して

いること、そして、いま、各地区において朝鮮人を除外

すれば、都市部落各地区における同一地区内の以前から

の居住率57％が、６６％となり、それだけ部落における流

入人口の停滞性をみせる③。

また、流入者が、他府県の地区出身者であること、あ

るいは、出身者でなくとも流入し、世代交代をへるに従

って出身者として「部落差別」をうけることこそ他の都

市における「スラム」と違う状況であろう。にもかかわ

らず、居住者の転出入が、昭和期に入ってきて活発にな

っていることに注目するとともに、資本主義的発展によ

る「他区」住民の流動という方向が、都市部落の解体と

いう方向でなしに、存続一増大という型に示され、そこ

に地方部落民・一般貧民・朝鮮人⑨の集中・集積をもた

らしたことを確認せねばならない。

ｂ、職業・所得状態

いま、第３表により職業上にあらわれた特徴をみる。

第１に、農林業人口が示されているが、深草・竹田に

あり、労働者が多いこと。

第２に、労働者といっても、京都の郷土産業といわれ

る陶磁器業労働者や紡績・染色労働者（女子における鹿

の子紋の内職は比重が高い）が多いことである。都市部

落における有職者7,653人のうち、これらの業種に従事

する者と、他の一般産業部門に従事する労働者と合算す

れば、1,543人にのぼり部落産業就労者をこえる。

第３に、部落産業の占める比重は、皮革、履物類・身

廻品加工・木竹草蔓類加工を合算して、1,462人となり、

第２の位置を示す。このことは、明治以降の資本主義的

発展のなかで、京都の郷土産業・一般産業部門に就労す

る機会の増大をみるなかで、漸次・その比重を低下して

いったものと考えられる。なお、この層の就労状況につ

いて、後述の業主層の分析でさらにみてみたい。

第４の特徴は、彪大な日雇・雑役層の存在であろう。

これらの層は就業者の17～８％をしめ、低賃金．不安定

就業のなかで、たえず失業的状況にある階層の存在の大

きさを示し、多様な臨時的職業に従事しながら定職を求

めるという方向をもっており、京都市における停滞的な

過剰人口を形成している。

これらの就業状況からいえることは、従来、部落産業

といわれてきた産業分野より、その就業分野は、一般産

Ｉ｛ 
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第３表同和地区の職業別構成
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第４表部落産業における労働者数.収支比較表
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全京都市合計であることに留意されたい。
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1930年代前後におけけ都市部落の状態と同和事業について

O 

第５表部落産業概表 で、５人内外の雇傭は、大正初期で、あとは１～２人雇

伽という形で零細化が激しく、ここでも他地域での工場

製品による影響がみられる。

ただ、屠畜一製肉業に関しては、明治42年、京都花鳥

屠獣ＫＫから市営になって以後、食肉需要の増大に対応

して発展をつづけ、精肉販売業は比較的・安定した発展

をつづけてきた。

以上のことを視点をかえて第４表で資本金別経営規模

による分析を試みてみれば、規模に対応して収支の増大

・減少をみる。零細経営は、少額の収支額を、中・大経

営は、零細経営の何倍かの額をもっている。しかし、他

の一般諸産業と比較して、「部落産業」の生産性の低さ

がみられ、１従業員当りの生産額の低さは、それが、手

労働によるものであることを示している。（第６表参照）

以上、「地区」における職業一産業の構成を要約すれ

ば、労働力は３分され、第１は、一般産業部門雇傭労働

群、第２に部落産業に従事する零細営業主＝家族労働力

とそれに雇傭される労働力群、第３に、これら定職的就

業部門をもたない日雇・雑役層である。一方、業主層を

みても零細な不安定就業層に属する露天商であり、「部

落産業」に従事する〔零細資本の営業主であり、さらに

「地区」の日常生活に必要な商品販売業主に３分され、

一般的産業の経営主を「地区」はほとんどもたない存在

としてある。

この状況に､資本主義的発展は不可避的な影響をもち、

一般・部落産業部門といえ、ともに経済的制約と法則の

なかにあり、また、資本の技術的革新の波及などの影響

により、たえず、就労関係・市場問題についても動揺を

重ねる。従って、その労働力需給の法則は、その被差別

的存在によって、市場変化の影響をよりきびしくうける

ものとしてあった。

このことを窮乏化の側面からみてみれば、第７表にみ

られるように、生活困窮者は、1,114世帯、5,029人にの

ぼり、これは、地区住民の21％にあたる。しかも、これ

は、京都市全体においては、２％にしかすぎない存在と

してある。この貧窮較差を職業別にみれば、1927年の場

合では、全市の貧困者中、最も集中した職種は、手伝・

賃織・人力車夫・日稼下駄直し・仕立物・草履麻裏造り

・按摩・古物紙屑買・土方など｢地区｣に関係する職業が

多い⑬。1932年の場合でも、１ケ月45円以下の収入世帯

（第２種カード世帯）は、旧市内６地区において42.5％

を占め、全市（地区を除く）の２．７％と大きな較差をみ

せている⑭。そして、第８表にみられるように、日雇・

失業・要救護一「被救仙層」といわれる階層の集中・集

積の場が、京都市の場合、都市部落に当っている。

いま、さらに、収入面からみれば、勤労収入世帯は、

明治42年|大正８ ２年｜昭和12年年|昭和
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出典＞「市統計書」「市政要覧」「市産業要覧」「産業

の京都」より作成

注＞皮革製品と履物類は大正まで重複計上されてい

る。

前後の職工という零細規模のなかで需要に対してきたが

大正末期～昭和初期に、その発展は、他の工場制工業に

よる履物製品（ゴム工業など）により打撃をうけ、その

発展に頭打ちの状況がみられること、このことは、この

産業部門労働者に「被救伽層」的貧困者が多いことも、

それを裏付けている。

刷子業についても、大正期をピークとしてあとは発展

をみない。ここでも雇傭職工は、１～５人ぐらいの規模

－５７－ 
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第６表京都市における産業生産力
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第７表昭和12～13年、カード階級別世帯数及人口
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出典〉昭和15年「京都市における不良住宅地区に関する調査」より作成

80％であるが、世帯主１人の所得では生活はできない状

況にある。世帯主１人の収入で生活をするのは５１％、

2,721世帯で、他は、夫婦共稼ぎ、子女の就労によって

まかなっている。すなわち、所得人員２人は、２９％、

1,553世帯で、内職である「鹿の子絞り」等による収入

が多い。さらに３～７人まで、一家総動員によって家計

を維持していると考えられる層は829世帯、１５％に達し

ている。

また、過半数が、４０円以下の所得層である。このこと

は、全国的にみても、４０～50円所得層が、平均した勤労

所得１人当りであるが、「地区」において、この層に入

りうるのは1,669世帯で、残る3,698世帯は、１人で働い

ては、この層にならない。したがって、家族ぐるみの多

就業でカバーすることになる。（第９表参照）

以上のような、共稼・子女労働の恒常傾向は、家庭生

活・教育に大きな影響を与え、世代交代による非熟練・

低賃銀労働よりの脱却を困難ならしめる条件を形成して

きている。

このような「地区」の職業一産業＝所得の諸傾向をさ

して、市当局は、「本市全般の職業部門と一致せず、自

らなる職業分野を構成」⑮するという。

第８表地区所在地学区における失業状況
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②「要救護者に関する調査」により作成

①は、伏見区深草・竹田醍醐を含まず、②は含む

注〉第１種カー１．世帯は「臨時的経過的に救済を要す
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「解説経済統計｣）したがって、１ケ月50円～60円収入とみられる。

出典〉前掲「住宅調査」より作成

第10表不良住宅比と人口密度
ｃ、生活状況

１．住居

1927年、不良住宅地区改良法公布をみたが、旧市域６

地区のうち、崇仁のみ、小規模の改良事業を重ねて、全

住宅に占める不良住宅比91％（27年）から81％（37年）

に低下したにすぎず、他地区は、いづれも家屋不良度の

進展をみ、かつ、人口密度の増加とあいまって、不良化

は全体として進行し、８９％に達した⑮。（第10表参照）

しかも、この状況に対応して家賃は上昇をつづけた。

一般市内の借家では５円未満の借家は皆無にひとしい

が、「地区」においては借家数の39％を占め、１０円以下

の借家が一般では31.1％（ただし、平家建・非道具付、

９円以下の場合）に対して、「地区」ては80％を越える。

そして、その家賃支払いの方法は「日掛」が13.1％存在

し、この492戸の過半数が６帖以下の部屋を１日20銭以

下を支払って借家している。また、この43％が、低家賃

にもかかわらず滞納状態にある。（第11表参照）

いま、新市域２地区（竹田・深草）を含めた８地区の

住宅の形態をみると、１戸建2,129戸、長屋建2,505戸、

平家建2,660戸、中２階建754戸、２階建1,206戸であっ

、門めるｈ

粥 形

r1 

L」

LＭ 

DＣ 

出典〉「調査」より作成

た。このうち「地区」住宅数の平均90％前後を占める不

良住宅とは『住宅の榊造粗悪にして之を移転せんには多

大の補充材を要し、寧ろ新築すろを利益と考えらるるも

の』あるいは『仮設的「バラック」建物乃至は、腐朽傾

斜の為頽廃して使用不可なりと認めらるるもの』であっ

た。

－５９ 
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出典＞「調査」より作成

そして、その住宅の56％は、居住者が所有していた。

しかし、これら「地区」の建物は、「建築年数古くして

破損せる儲に放置せられ、瓦葺は名のみの所謂破れ瓦、

板囲いの家屋が大半の現状」（楽只地区）「何れも建築後

50年を経過せるものと認定せられ、朽廃汚損せるも、未

修理の儲放置せらるるものが多く」（義正地区）「建物古

くして腐朽せる儘に使用せろもの多く」（錦林地区）「一

般に建築年月頗る古くして腐朽の程度高く、瓦破れ、壁

崩るるの類は各所に発見せられ」（三条地区）「建物極め

て古く不良住宅は99％を占むる上、不良住宅内に於ける

建物の不良性は８地区中に於ても最も甚しきもの」（壬

生地区)－以下略一という記述にみられるように市

内においてもきわだった不良住宅地帯を形成していた。

これは、持家・借家をとわず約90％の家屋の状況であっ

た。

そして、その面積が、110坪未満の家屋が2,842戸、６１

％を占め、室数も１戸当り２室のものが1,816戸、４０％

を、３室以下は、3,272戸と72％を占めている。いま、

不良住宅を指標にとれば、１戸当り２室以下は60％をこ

え、１戸当り３室以下では3,131戸、７７．７％となってい

る。

さらに畳数について、１戸当り６帖以下の極零細家屋

は、1,390戸、３１％もあり、９帖以下を合計すれば５６％

にも達する⑰。これは、１世帯当り、４人強の人員から

すれば、１人当り、２帖程度の畳数しかない人々が過半

数を占めていたことを示している。

これら「地区」の家屋面積の状態を、京都市の一般借

屋と比較してみれば、1930年の調査によれば、１戸当り

３室以下は、35.4％、１戸当り９帖以下は15.7％であ

り⑬、この例をみても、「地区」においては、部屋数の

少なさ、狭さが特徴づけられ、このように家屋状態にお

いても差別的な状況があらわれているのである。

２．住居施設

家屋の不良化、狭硲性に対して、住宅の諸設備も悪条

件を重ねている。

まず用水について、６８％は、井戸を使用、そのうち発

以上は共同井戸で、６戸以上の共同井戸使用が過半数を

占める。全体の22.5％を占める水道も、その約弘は共用

水道で、ここでも６戸以上共用が過半数をしめる。

便所は、2,277戸、５０％が共同便所で、「衛生的見地に

於て種々遺憾の点が少なくない」といわれ、４戸以上の

共同が、全体の約弘を占めている。（第12表参照）

道路条件についても、道路敷地の狭さから採光・通

風なども不十分で、通風不可なるもの2,598戸、５７％、

採光不可は、2,720戸、６０％、通風・採光とも不可は、

2,482戸、５５％もあった。

排水状況。主要道路に面した住宅は、下水満の整備を

みるが、一歩、裏通りに入ると、排水設備を欠き、「排

水不良にして、汚水停滞し、常に湿潤にして衛生状況を

不良ならしめている」といわれ、排水不良なるものは６０

％にのぼっている。（第13表参照）

炊事施設にしても、「カマド」をとっても、３５％は｢カ

マド」なしで、「コンロ」その他で、米を炊いており、

その煙は、住宅汚染の原因となっている。そして「カマ

ド」と「便所」はしばしば接近しており、便所の構造の

不完全性によって、極めて不衛生な状態が発生した。
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1930年代前後における都市部落の状態 と同和事業について

第12表便所専・共用別世帯数 第14表地区の出産と死亡（昭和11年）
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出典＞「調査」により作成

49％ ２，６１７ 

おいては、約12％であることから、一般と比して２．５倍

の高さを示す。青壮年に達すると死亡率は一般に比して

減少（２％に対し1.43％）する。軍隊の壮丁検査によれ

ば、受験者中、不合格者４％を出し、一般の２．７％より

高く、また体格壮健な甲種合格が少〈、丙種合格が多

い。

一方、「地区」民の健康状況は悪く、人口の７％1,542

人が、何らかの疾患をもつといわれ、そのうち、３５％は

貧困のため治療はしたかった。そして、自家治療は、

513名、３３％いるが、そのうち56％は薬も買わず、医師

にもかからずにいた⑲。

学童の健康状況も悪く、身体検査の受験者3,217名に

ついてみれば、1,882名、５９％は要監査者として何らか

の身体的障害をもっていた。また、トラホーム患者も、

1,287人、４０％を占め、これは、全市学童の罹患率３％

をはるかにうわまわっており、これら児童の病状疾患

は、前述した住居の設備状況と深刻な関連をもつもので

あった⑳。

出生の問題についてみれば、現住人口１００人につき、

出生数3.69人で、全市平均の2.17人をうわまわるが、死

産率も高く、0.18％（全市では0.13％）を示す。

そして、全体の死亡率は、現住人口100人に対し、

2.24人で、全市の1.48人をこえた。いま、死亡率を所得

階級別にみても、一般都市における最下層所得層は、１．

４９％であることよりみても⑪「地区」の死亡率の高さ

が、都市貧民よりもうわまわることが知れよう。

また、死亡原因が、結核性疾患と肺炎・気管支炎など

に集中（50％）しており、これは全国平均のこの病患死

亡率23～５％と比しても高いことがわかｂ、とりわけ、

合
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第13表通風・採光・下水溝可・不可世帯数
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以上のような、排・用水・衛生状態からする特有の疾

患発生について憂慮すべき保健状況をもつにいたる。

３．保健状態

居住環境の悪条件と低所得、不安定就業といった事態

は「地区」民の健康をむしばんでいた。

いま、第14表によって、幼児死亡率をみれば、1936年

の｢地区」の乳児現住人口455人に対し、死亡者141人で、

約拠は生れて､すぐ死亡した。（死亡率31％)、京都市に

－６１－ 
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第15表１６才以上の男女の教育程度抵抗ﾉﾉの弱い乳幼児に集中しているのが特徴である。

結ﾙｩ、「地区」の人|]の自然墹加率は、1.45％（全市

平均0.69％）で、「多産多死」の型を示す。この原因は、

早婚にあり、そのことは、Ｕ|産期間の長さを意味する。

1932年のlI111jlﾉﾘ６地区の20歳未満の初婚年令は、一般地

区においては36％に比し、「地区」においては、６２％、

17歳未満は、６％対19％という高さを示す。そして、市

平均が25歳初婚が最多であることに対し、「地区」ては

20歳初婚が肢高になる。

いま、１９歳までの出産数を対比すれば、全国平均出産

率（1927年、１５～９歳）2.9％に対し、「地区」は69％で

ある。２５歳～29歳は、全国、３０％、「地区」２３％とたり、

全体として早婚早多産の傾向をもっていた。

これらの諸特徴は、すでに指摘されているように、産

業革命期において、肉体磨滅的に虐使された都市貧民の

労働力再生産に酷似したものであって⑳、この状態が、

帝国主義段階の日本においても現出し、なお、持続され

てきたものといえよう。
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Ｌ」

ｄ、教育問題

日本において、その義務教育制の徹底的強制普及は、

世界においても類をみないが、そのなかで、わずかな未

就学児童の集中するのは「同和地区」にあたる。

義務教育完了年令の16歳以上の者13,725名のうち、全

然、就学せざる者、4,827名、３５％にのぼる。小学校中

退者2,651名あり、これら義務教育未完了者の合計は５４

％に達する。高等小学校卒業者は1,030名で、中退者を

加えて､９％にすぎず、中学校以上の進学者は、卒業、

在学・中退を含めて６６％にすぎないという状態であっ

た⑳。（第15表参照）

幼児教育は普及しており、各「地区」所在地の市設隣

保館で保育される者が多く、871名を数える。この幼児

教育の高さと、義務教育の不振には次のような関連があ

ると思われる。すなわち、幼児期は、両親の労働に支障

をきたすための託児教育であり、少年期においては、一

定の少年労働力として家計上、やむえず就労するか、両

親のいない家庭保持のための家事労働により、義務教育

未就・中退者がうまれる。あるいは、「地区」の保育所

と違い、学校における教師・一般児童のもつ差別的言動

の左かでの不就学であっただろう。

いま、本調査八地区にある９小学校についてみ)rしば、

総学童数8,884名のうち、「地区」学童は、3,596名、４０

％在籍した。そして、１５歳以下の年令層についてみれ

ば、漸次、教育徹底化が進展、不就学児童は、８％にま

で減少した。（一般は３％）そして、この不就学理由が、

ほとんど貧窮に起因しており、３７年現在の在学児童にあ

, 

］ 

)Ｃ ５．７３９１６．９８６ 

出典〉前掲「不良住宅調査」より作成

っても貧困のため、被服・学用品貸与・給食・就学奨励

金の交付等の助成者が828名に達しており、これは「地

区」学童の23％を占めていた。このことは、一般学童が

３％の助成比であることに比較しても、その差異の大き

さがしれよう。

また、「地区」学童の成績の低滞性が、そのおかれた

家庭状況に起因していることはいうまでもないことであ

るが、しかし、一方、教育者の側においても、「地区」

の学校を忌避し、その差別状況を当然のこととしている

状態があること＠から、さらに当時の「同和教育」の内

容が検討きるべき問題としてあるといえよう。

（注）

①たとえば、古くは櫛田民蔵「対角線的に槻たる水

平社問題」参照。労農派には水平社・部落問題に論及

したものはあまりない。理論的にも問題視角にも入っ

てこないといえよう。なお、戦前の日本共産党におい

ても、しばしば解消論的把握がみられることも留意さ

れたい。この点については別稿に期したい。

②従来の研究史、たとえば井上清｢部落問題の研究」

など参照ｄ最近、それへの反省がでてきている点に

－６２ 



1930年代前後における都市部落の状態と同和事業について

ついて、馬原鉄ｿ）「日本資本主義と部落問題」を参

照。

③奈良本辰也「部落解放の展望」など。

④簡単な概括的な史的叙述については、京都市社会

部「京都市に於ける不良１１１宅地区に関する調査」昭和

15年版とilI民生局「京部iljにおける同和行政の概要」

昭和46年版による。各地区の沿革については同書を参

照。旧市内は崇仁までである。（第一表第照）

⑤注④の昭和15年版の「調査」による。以下、こと

わりなき場合は、すべて同書により、「調査」と略記

する。

⑥中央融和事業協会「融和事業関係地区人口、資

源、その他の概要」昭和14年版による。

⑦岡崎文規「日本人口の実証的研究」６６頁。

③森梁香「社会調査に現われたる都市地区少額生活

者の生活内容」融和事業研究32号所収によれば、京都

市の「同和地区」の貧困者（方面カード第２種－１ケ

月45円の収入以下の世帯）1,782世帯のうち、「古くか

ら地区に住って居た者」1,121世帯、「市以外の郡部、

又は他府県からの移住」は661世帯で、６３対３７％の比
●●●●●●●●● 

(てた!)、貧困者層といえども同じ傾向を示す。なお、

この調査は1932年で、流入者の第１位は、滋賀県173、

次いで奈良県133、大阪府97、朝鮮53である。

⑨京都市社会部「市内在住朝鮮出身者に関する調

査」昭和12年を参照。

⑩例えば、朝田善之助「差別と闘いつづけて」１３～

５頁、２０頁をみよ。部落から外へ出ていくものが、明

治末期からふえ、そのことから水平運動との関連を言

及している。

⑪前掲「調査」１８～20頁の用途別家屋敷の調べから

の推論である。

⑫同じような考察を筆者は試みたことがある。「日

本帝国主義と部落産業」部落213号所収参照。

⑬前掲「調査」と「京都市における日傭労働者に関

する調査」「要救護者二関スル調査」によっている。

⑭森の前掲論文参照。貧困の原因が「失業、疾病、

老衰、家族多数、負債等ということ」がいえるとして

いるが（37～８頁）差別問題との関連での追求はよわ

い。また、この期の貧民状況に関する文献は多い。な

お、森論文によれば、労働可能の貧困者2,987人のう

ち部落産業関係者は965人、露天行商などの商人は401

人、失業203人となっている。また、貧困対策は、公

同委員制（大正９年設立）→方面委員制（昭和12年）

として進展をみるが、この事業は、府が担当する。し

かし、市の最貧困地区は「同和地区」（例えば崇仁）

であり、この救貧政策との関連については後日に期し

たい。

⑮前掲「調査」７１頁。

⑮以下の数字は、ことわりなき場合、前掲「調査」

によっている。なお、２７年の数字は、「不良住宅密集

地区二関スル調査」昭和４年による。

⑰なお、森の論文によれば、「同和地区」貧困者の

場合、1,782世帯のうち持家17、借家1,557,倍室107、

小屋31、木賃宿22、不詳48で、l室のもの658,36.8

％ｏ２室のもの940,52.7％合計８９．５％が２室以下で

あった。つまり、貧困者ほど劣悪な居住条件にあった

ことがわかる。

⑬「借家に関する調査」による。

⑲以上の数字は「調査」による。なお、1927年の貧

困者の場合、調査人員7,487人のうち1,500人、２０％が

不健康者であった。森論文参照。大正５年の兵庫県調

査でも同じ指摘がある。吉田久一「日本社会事業の歴

史」196頁。

⑳例えば公同委員会における訴え。「自分は養正委

員である。我校部内にはトラホーム患者実に多く、之

が徹底的撲滅を乞う。…学校生徒1,000名中実に３７０

～８０名の多きに達している。之が原因は其の家庭に

あり、其祖父母・父母其他がトラホームの恐るべきを

知らず、等閑に付するに因る……家庭に於ける根本的

治療を要す」「公同委員制度」７７頁。

⑳岡崎文規「日本人口の実証的研究」３６１頁参照。

以下、全国・全市的比較の数字は本書によっている。

⑳古典的には、エンゲルス「イギリスにおける労働

者階級の状態」をみよ。同様の指摘を世界的に検討し

たものに松本良三「階級と人口｣、寺尾琢磨「資本主

義と人口」がある。なお、これらの問題についての体

系的叙述は、スムレーヴィッチ「新人口論」が詳し

い。

⑳なお、「地区」貧困者の場合は、年次が古いこと

もあるが（32年調査）小学校中退490人、27.5％、不

就学者664人、47.8％で計75.3％となり、その就学率

はさらに悪い。（森論文参照）また、不就学者が最も

集中している産業部門が染色業であることは、「地区」

における染色労働者の存在と関連があるように思われ

る。「第３回労働統計実地調査」昭和５年を参照。

⑭住谷悦治「未解放部落の労働経済事情」103頁。

Ⅱ、京都市同和事業の展開

ａ、同和政策のはじまり

政府が、部落問題に対して、行政的対応をみせはじめ

たのは、明治33年の内務省地方局内に!おいた「感化事

務」だといわれる。以後、内務省を中心とした「融和政

－６３－ 
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当らせている③。

－一方、｜Ⅱ政的処置について、大正９年以降は、地方官

li:の融和蠣業費に対して、これと同額の国庫補助金を交

付、翌年には、京都府外11府県に対し、国費を以て専務

職員を設置している。そして大正12年には、育英・融和

剛体奨励・地区盤理事業の実施をはじめた。そして、従

来、部落内部から自生的に生れてきた融和諸団体と官製

の育成的団体との統合団体として中央融和事業協会の結

成をすすめ、ここに下からの答申、上からの諮問という

行政機構の完成をみるのである④。京都府における融和

諸団体の結成も第１B表にみられるように、大正末期から

昭和初期に集中しており、その性格・役割も多様であっ

た。

上部団体としての、京都府親和会は、府下全般の融和

団体の総括的地位にあり、本願寺の融和団体は、全国的

な統轄機関として、京都東山におかれたものである。そ

して、中央・地方官庁の融和行政担当課が、経済的施設

改善・設置・生活救済を行なうのに対して、主として講

演・講習・懇談など精神的・思想的役割をにたってい

た。地区に存在する諸団体は、思想的な行動を行なうと

共に、生活改善などをもあわせ行ない、行政の末端責任

を担うかたちでも行動した⑤。

このように、上は政府（内務省を中枢に）から府・市

・111J村・各地区にいたるまで、同和事業の体系が貫徹す

るのは、大体、昭和初期の政治的・経済的危機の時期で

あり、一方、水平運動の高揚→沈滞をみるときでもあっ

たことに注目されねばならない。

紫」の展開をみるのであるが、当初は、「地方改善」と

よび、拒務大臣から地方長官に訓示させ、関係官吏を派

遣し、部落視察や、改善団体・篤志家の選奨、あるいは

部落改善・救済にあたらせたが、きわめて消極的なもの

であった①。

一方、地方官庁は、郡市役所、町村役場・警察署に改

善機関を併設したり、講演会などを行ない、きわめて弥

縫的な対処を行なっていたにすぎない。

この状況に衝撃を与えたのは、大正７年の「米騒動」

であった。全国検事処分者8,185名のうち、部落民887名

（10.8％）の処分者は、それが権力側の悠意的作為であ

ったにしても大きな結果であった②。内務省は、融和団

体･各政党･団体の部落調査や、あるいは所属官吏を地方

に派遣して実状を調査させて、方針をたて、大正８年１

月、細民部落改善協議会を開催した。第41議会に代議士

福井三郎や、松井圧五郎が建議・請願したのはこのとき

である。以後、同情融和大会などと、いろいろな名称で

の大会、協議会の開催がつぎ、その会へ中央・地方官

吏、名士・政治家・部落名望家を包括することで対処し

てきた。

そして、大正９年、始めて地方改善費としての５万円

支出が計上され、あいついで各地方の融和団体の育成と

統括化が試みられた。

以下、年表的に機構的整備の過程を追うならば、大正

６年の地方局の救講課設置以降、７年、救済事業調査会

設置、８年、救済課を社会課に改称、９年、社会局を新

設し、社会事業全般の中央機関とし、その内に融和事業

担当の部署を設置（大正13年では福利課が担当）して、
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．Ｖ 

Ｄｃ 

ＵＤｆ 
け●●

；リ０

第16表 京都融和事業団体表
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名称 所在地 経営組織 設立年月 事業要目

京都府親和会

本派本願寺一如会

大谷派 〃 真身会

大日本青年融和愛国聯盟

改進経済更生会

京都洛南社会館

融和盟友協会

同盟一心会

楽只会

大正会

錦渓会

共立自治会

一如会婦人部

京都府融和団体聯合会

府社会課内

本派本願寺内

大谷派 ″ 

伏見区深草飯食町

〃〃 加賀屋敷町

下京区上鳥羽清井町

伏見区新町13丁目

東山区三条大橋東３丁目長光町

上京区鷹野北町

左京区田中馬場町

東山区鹿ケ谷高岸町

伏見区竹田狩賀町

本派本願寺内

府社会課内

織組員会
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1930年代前後における都｢|i部落の状態と同和事業について

に投下された費用か大きく、第３には1941～２年で、こ

れも「地力改善地区整理事業」と、戦時下における「地

区」住民の極失業対策としての「授産場」資金が増加し

たものである）

いま、総括的に市Ⅱｲ政における「同和事業費」の増大

ぶりをみると、1920年の市財政支出８０９万円金から戦時

下の2,000万円前後の支出決算にいたるまで約2.5～３倍

の増大を示すのに対し、同和事業支出は、約10数倍の伸

長を示し、実行されなかったにせよ、約93倍の予算（19

42年）まで計|こし、その支出額に占める比も漸次、増大

をつげ、1930年後半から40年代にかけて１％前後から４

％台までのびた。（第17表参照）

この点を、当時の国家財政のなかでみると、1940年に

おいてすら総支出予算約１７０億円に対し、同和予算は、

わずか１４０万円余（0.0082％）であることよりみても相

対的には高い⑦。にもかかわらず、市財政支出における

ｂ、同和財政の概観

京都市が'１１]治191における慈恵救貧政策より、恒常的な

社会政策として同和政策をうち出しはじめたのは、やは

り、「米騒動」を画期としている。

１１丁は、このとき勧業課に救済係を設置し、大正７年、

北野川端、し条の公設市場を設け、翌８年、市立職業紹

介1ﾘT開設、三条託児所設立、９年、義正・崇仁託児所な

どの設置などが机ついだ。この年、救済係は社会課とし

て独立、昭和期にかけての社会政策や同和事業の活動が

開始される⑥。

いま、同和事業開始をみた1920年から戦時下の1942年

までの市}け政における同和事業費の変化をみてみる。市

財政に占める同和事業費の増大をみてみれば、第１の頂

点は、1923年であるが、この年は、諸託児所設置にあた

る。第２は、1934～９年で、「地方改善地区整理事業」

第17表京都市財政における同和事業費
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出典〉市統計書、市社会事業要覧より作成

注＞（）と昭和16.17年は予算、他は決算、支出総計は経常・臨時・積立金の合計、同和事業費も左の諸支出の部
に入ったものを項目別に再編計算を試みた。
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ついては、何らなされなかった。したがって、市当局も

「崇仁学区ノミニ付テ見ルモー少部分ニシテ、況ンヤ其

ノ他ノ地区二於テハ全然未着手ノ状態ニアリ」とのべ

る。

一方、地元の地区民にあっても、昭和11年以来、市|ﾉＩ

８地区の''1J民は「地区改良促進期成同盟ヲ組織シ、各方

1Ni二促進連動ヲ行ナフト共二地元市民ヲシテ物心両面ヨ

リ協働セシムベク自覚運動ヲ起」しており、これに対し

て市当局も、二上木局、社会課の協力のもとに８地区に付

て調査を行ない、改良事業の具体化をはかった。いま、

昭和14年起案の「地区改良事業計画」によれば、旧市内

は、「地区」の道路・住宅の拡張・改築案でもって従来

より大幅の予算523万円余にのぼるものであり、約200万

円は国と府の補助金であって、325万円は市の起債によ

るという計画であった。これは、「生産力ノ拡充、国家

総カノ拡充ヲ最高策トセラルル現下地区居住者ヲシテソ

ノ生活ヲ拳ゲテ国策二協力セシメル為ニソノ厚生ヲ計ル

ハ最モ緊要トセラルルトコロデァッテ、斯クシテ国民一

体、国民融和ノ問題ハ解決ノ鍵ヲ見出シ得ルモノト老ヘ

ラレル…」（市長御説明要旨）とした京都市第１次５ケ

年計画地区改良事業の出発であった⑩。しかし、この大

構想も、戦時経済に入り物資困窮、予算縮減のなかで挫

折をみたこと、また、これら事業の担当者である市の有

力吏員が、「市役所内左翼グループ事件」として処分さ

れたことなどから中絶された。また、この榊想のうらに

は、水平社の側からする立案・実行の真相があったこと

が明らかにされている⑪。（第18表を注⑩との関連で参

照）

「同和関係賀支出」は高いとはいえない③。このこと

を、以下の諸予算項|］（事業種目別）に従ってまとめて

みよう。

ｃ、地区整理事業

『部落民の居任せる地区は、差別の為に封鎖され'勝で

あって、人口の増加する割合には拡大されておらぬ。そ

の為か家屋は密集し、道路は狭陰となり、上下水は不完

備となるという有様で、地区の乱雑は免れない。斯かる

地域に対しては、先づ其の地区の整理を行ない、「届は

気を移す」の趣旨により、環境の改善を期することの急

務左るはいうまでもない。然るにその戸数の比較的多い

部落に於ては、単に府県費に依る改善施設のみでは、府

県の財政上、到底、充分なる効果を収め難き左以て、そ

の中施設の最も急を要すと認められ、且つ、相当多額の

経費を要する６の20府県20ケ所を選び、之に国費を交付

し、１０ケ年計画を以て之が整理改善を期することとたっ

ている』｡これは、第１次地区改良10ケ年計画の政府側趣

旨であるが、京都市においては、この計画前より整理事

業が進められていた。

以下、その概要をみる。

１．束七条（崇仁地区）の道路拡張、排水工事、下水

道新設と改修、高瀬川改修。経費約28万円、うち18万円

は国庫補助、大正13年着工、昭和３年完成

２．昭和３年、都市計画事業として第14号線、第５号

線其の他の開通事業

３．昭和６年、失業救済事業による下水道の施設改良

４．昭和８年、地区改善整理事業（政府起案第２回）

開始、４８万円投資による須原通り、その他の拡張、下水

改修、橋梁架設を目的とした。当初は、工期を昭和８年

から10年の３ケ年計画で実行された。しかし、鉄道委任

工事の遷延で、事業年度が繰延され、併せて省線東海道

線、奈良線の北側沿いに２道路を築造する追加工事のた

め昭和14年に完成をみた。

５．昭和10年、全国融和団体は協議し、「融和事業ノ

綜合的進展二関スル要綱」を決定、これにもとづいて

「融和事業完成10ケ年計画」を発表、政府援助のもと

で、昭和11年より実行をはじめた。京都市は、この計画

のもとに、新市域「地区」の改善事業にとりくみ、主と

して道路改修工事を中心に地区整理事業を行なった。第

１年度（昭和11年）は吉祥院菅原町､醍醐辰巳町、竹田

狩賀町など３ケ所で実施、予算は、5,625円、第２年度、

松尾鈴川町ほか２ケ所、10,000円、第３年度、３ケ所、

6,750円、第４年度、１ケ所、6,000円となっている＠゜

これらの諸事業は、「地区」としては崇仁に集中、事

業内容は、道路・下水・橋梁・河川改修などで、家屋に

。、トラホーム治療所

京都市におけるトラホーム多発地域といえば「同和地

区」にあたる。例えば、昭和11年の学童調査によれば、

「地区」の学童患者は、４０％にのぼり、これは、全市学

童の罹患率３％をはるかにこえる。

市の予防事業の沿革をみても、大正９年下京区束七条

川端町の崇仁小学校内に第１治療所を設置、無料で毎日

午後３～４時から日没時まで治療にあたっている。以

後、第18表にみられるように第７治療所まで増加した

が、すべて「同和地区」であった。一般市民が治療する

場合は、治療所へ行くか、遠隔地の場合は医師会会員の

医師へ無料、又は、洗眼料１回10銭、手術料は実費を市

が負担していた⑫。

さて、このように、トラホーム患者の「同和地区」へ

の集中は、家屋の居住状態の狭随さ、衛生状態の不良

性、さらに住民の貧困、生活の繁雑、多忙のなかで治療

時間もたく、治療もおこたりがちであったことによるこ

－６６－ 
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出典〉「京都市勢要覧」（昭和４）「社会事業要覧」（昭和14)より作成

の40名保育が開設され、これら３託児所は、市の経営に

よるものとして出発をみる。（第20表参照）

託児所開設．増設にあたり、市当局はいう｡「居住状

態・衛生状態・教育状態の不良悪風奇習等細民の密集地

より生ずる弊害紗少ではない、就中、斯かる環境に無心

に生育しつつある幼児を放榔しておく時には、彼等が其

の弊を踏襲するのは自明の理である。此の弊より救わん

には彼等を託児所に収容し両親に代って善良に保育する

に如くはない。且つ幼児を通じて父兄母姉の教化を為

し、併せて託児所を中心として該地区の教化事業を行な

わんとし、滋に託児所を設置する…」あるいは、京都市

における託児事業は「該地区の隣保改善をも行なわんと

するものであり、他都市に於けるが如く、単に少額収入

家庭の児童を受託保育すること……とは異による」⑬と

した。そして、その効果は、「保母の真撃なる教養によ

って幼児も漸次従順善良に赴く傾向があり、児童の父兄

母姉も家庭に於ける幼児の言動と自己の動作を比較し、

益々託児事業の有効なろを悟り、児童を通じ漸を遂ふて

遷善する傾向」であったので、施設の拡張にふみきり、

かつ、「従来は託児所の収容力が小であったので、主と

とを示している。

いま、第19表をみれば、圧倒的な人口数をもつ一般市

民が、治療患者数においては少なく、「同和地区」患者

数が増加傾向にあるのに、一般患者数は減少しつつある

こと。また、平均１人当りの治療回数における「同和地

区」住民の高さにみられるように、容易に治癒しない状

況があり、このことは、再感染、あるいは、たえず新し

い感染がみられるような状態が居住環境にあることをも

のがたっている。また、このことは、「地区」のもつ差

別的状況とも関連する社会病として再生産されてきてい

ることでもあった。

ｅ、託児所から隣保館へ

京都市における託児所の開設一発展をみるのも「同和

地区」におけるものを端初としている。大正８年、民間

よりする寄付金によって設立をみた三条の大橋束３丁目

束入長光町の協同夜学校の昼間利用に始る。

翌年には、市議会の賛同による保育所拡張がみられ、

定員も40名から70名に増加、さらに田中西河原町の親友

夜学校の利用による50名保育、東七条の崇仁小学校利用

6７－ 
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託児所・隣保館の内容（昭和15）

称｜収容人員|事業'剛

第20表

|全一
,辛｝

事業開始lW1築開酉|敷地面積|延建坪|建設費｜術 考

lo,５１人、

'３５１ 
９．１１１ 

楽只隣保館

壬生〃

宗仁〃

三条〃

義正〃

義正（分場）
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辰己

120 大正 昭和９
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１５． 

昭和１４．
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8５ 

５
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４
 

１７５ 

８０ !::(改)|朧
｢１ 

Ｊ 

1,375 計 )９ Ｘ 

出典＞「市社会事業要覧」昭和11,15年により作成敷地面積・延建坪は、坪以下切捨。

＊は含用地費

して下級労働者の子女のみを収容していたが」増設をみ

るなかで「託児所設置の本来の目的たる地方教化改善に

数歩を進むべく家事家計の如何に拘らず、同地方の子女

を出来得る限り収容する方針とした」⑭

ここに新築増設をみるとあるのは、従来の学校よりの

借受け施設より新しく設立された各託児所をいうわけ

で、大正11年の崇仁にはじまる各地区開・新設の託児所

をいい、ここに市の託児事業は軌道にのったというべき

であろう。しかし、その新・増設の趣旨にみられるよう

に、その託児事業は、単なる育児補助的役割からさら

に、児童を通しての両親の教化をめざしており、その思

想について検討すべき課題をもっている。

以下、内容をうかがうと、第21表のごとく託児家庭

は、共稼ぎ家庭が多く、各託児所では、「６歳未満の付

近の幼児を収容し、保母をして毎月１日・５日、１２月３１

日より翌年１月３日迄の休務日を除いては毎日午前８時

より点灯時迄（６月１日～９月末、午前７時より点灯時

迄）無料で保育し、大体、幼稚園の課程に準じ、遊戯・

唱歌・談話・手工を課し、昼飯は各自弁当を持参せし

め、１日１回宛間食を与え……又、各託児所付近の有力

者数名を地方改善相談役に嘱託して入所児童の選定及事

務相談に務らしむ……毎月１日・１５日の休務日に保母会

議を開き、隔月１回母姉会、年３回活動写真応用通俗講

演会及必要に応じて相談役会を開催する」⑮という。こ

のように、市当局と地区有力者との協力によって運営が

なされ、行なわれた教育内容も、市の意向によるもので

あった。また、無料で出発した託児料も、大正13年末よ

り１人１ケ月１円となり、事情によっては減・免制であ

たるという改正が行なわれる。また、一方、新市域であ

る改進地区の託児所も京都市合併により昭和７年市営移

管をみるが、この運営は、従来は「風紀、衛生、生活の

改善を目的とする共立自治会」が当っており、ここでも

融和団体のもつ「地区」への影響は大きかった。

以後、昭和11年、市の同和事業の進展をみるなかで、

家事見習所と託児所の合併→隣保館へと組織替えされ、

従来のように、青年職業教育と幼児教育が切り離されて

行なわれるのではなく「幼児・少年・少女・青年．処女

・婦人・成人と、対象市民の年令・性別に応じて夫々教

育的事業、修養自治に関する事業、保健衛生、児童保護

に関する事業、経済的施設事業、慰安娯楽事業、各種相

談事業を行」い「年中無休、毎日午前７時から午後10時

迄開館」⑯した。このように、１地区全体の教育、相

談、自治の機関として機能が転換し、さらに昭和16年に

は時局的任務をおわされる。それは、「軍事援護施設と

して……銃後にある我子の健全なる成長と否とか、如何

に士気に影響をもつか。…留守を務る市民はこれらの児

童のお世話に万全を期さねばならない。……この施設

は、銃後の妻に妹に勤務の時間を与えることによって、

自己の精神を振起するに役立つ」し、又、「生産力拡充」

へ役立つものとして、家庭から女性労働力を工場へ動員

するための留守児童の保育機関として、積極的な意味を

もってくる。⑰

この方向で増設をみるのは、一般地区における「銃後

託児所」がそれで、昭和14年以降、市内６ケ所に設けら

れた。

以上、「同和地区」における貧困者児童の託児と、その

幼児教育による父兄・家庭への「融和」教育的効果をね

らった創立・発展期より、やがて隣保館への吸収・改組

－６８－ 
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第21表託児所託児者職業調（大正14）

林'三条

５Ｔ－－Ｊｉｊ 
５８Ｉ９ 

８１２１ 

三｜正
一｜‐
４１４ 

｜楽
--'-－ 

jⅢ銘

２２１ 

５５１ 
３４ 

’’ 
２７１ 

，Ｉ 
４１ 

|壬

－－￣￣－－－ 

生|*’
－－￣－－￣ｂ－－□－－－１－ 

一
斗
一

｛
●
■
■
７
－
日
５
１
７
１
■
■
■
■
７
６
０
０
Ｖ
‐
１
９
０
０
■
■
■
■
■
ｌ
■
■
■
！
■
１
１
■
■
■
■
■
■
ワ

’０１Ⅱリム■■■ｌ■■■■■■１０■■９０９０７■Ｕ９－‐，．，‐，‐‐‐‐‐’‐‐‐’，ＩＤ０ＩＩＩＰ

養 計

－
、

し
／

％ 

一．”ノク〃〃ｉ６００ＴＩｄ９９０Ｉ０１ｌ０８０Ｉ０Ⅱ０１０１日、〃〃、、■９０Ⅱ■Ⅱ■■■■０■日Ⅱ５０．□Ｉ０ＩＩ８ｌｐ０ｌＩＤＩＩｐ０，ｕ０ｕＥｕＤ

－
託
児
所
・
託
児
依

一
託
者
の
職
業
別

８
４
０
４
’
１
２
 

２
１
１
 

６
５
５
 

７
１
４
 

工鉱業

士木建築

商業

農林業

通信運輸

戸内使用人

雑業

２
３
２
２
８
１
２
 

１
１
１
 

1９１ 2９．９ 

164 2５．３ 

130 

７ 

１１４ 

４ 

３２ 

2０．１ 

1.0 

6３ 1７．８ 

０．６ 

5.0 1６ 

144 7６ 9７ 501 
巳-－－

5９ 216 642 計 100.0 

２ ２ １ 無 ’ 
-----＝ 

3１ 

４ 

６
－
兜
６
１
２
 

1６ 母
６
７
１
 

２
１
 

２
３
７
１
０
６
１
 

３
３
２
 

４
 

９
４
２
２
１
３
７
８
 

１
 

２
５
 

231 工鉱業

士木建築

商業

農林業

戸内使用人

雑業

家事

小計

3０ 

８ 

１０ 

3６．８ 

託
児
所
託
児
の

母
の
職
業
調

８
５
４
３
 

６
６
 

1０．９ 

４ 

１ 

10.0 

６．６ 

０．５ 

３．５ 

２
９
９
 

７
 

２
８
４
 

２
７
 

２
５
５
 

４
９
 

２２ 

２３３ 

６２６ 

1３ 

４９ 

3７．３ 

140 210 100.0 

合 144 7６１９７ 計 5０ 5９ 216 642 

注〉大正14年「社会事業概要」より作成

のなかで、「地区」の自治的教育的機関の一環としての

くみ込み、さらに戦時下の国家的使命のもとでの意味づ

け、生産力拡充のためのあるいは、銃後の留守家族の生

活保護のための託児機関としての側面へ移行をみるなか

で「融和」主義的意味としても部落問題の側面が欠落し

ていくという過程をとったのである。

たが、大正13年には錦林、昭和２年には壬生も開設を

み、講習内容も、洗濯や和洋料理など身近なものなども

設けるようになった。

このように発足をみた家事講習会的性格も、昭和１１

年、託児所とともに隣保館として改組されるや「婦女常

識講習」など教養講座や副業・授産事業（内職）の講習

や作業も行なわれるようになった⑱。
ｆ、家事見習所

大正10年より、託児所の付属事業として開設され、昼

間、労働に従事した小学校卒業以上の婦人を受講者とし

て、裁縫・礼儀作法・珠算・修身講話などを講習内容と

して始った。地区における女子労働者の技術習得と、ま

た、「地区」外での就業機会の増大により一般民衆との

接触というなかで一般的な礼儀作法の習得などを必要と

させたのである。

毎日午後７時～10時まで、修業期間６ケ月を１期とし

て３期間、約１年半で修了というコースで、大正11年に

は第１期63名、第２期86名の修了生を出している。講習

は50％前後の欠席者を出しながら続けられ、修業困難な

生活環境のなかで行なわれてきたことを示している。

(第22表参照）

開設当初は、養正・楽只・崇仁・三条の４ケ所であっ

ｇ、授産場

授産場の開設は、地区に始ったのではなく、大正８年

以降の市職業紹介所の内職・副業紹介に端を発してい

る。市は、この事業のため専門家招請・講習会実施を行

なってきたが、授産事業として本格化するのは、大正１３

年、社会課直営の授産場を京都市簡易夜泊所内に設けた

のに始まる。翌年、岡崎の平安義会内に移転、同年、市

の中央職業紹介所の新築により、同所に移転、さらに昭

和１年には、京都市中央授産場と改称された。

その事業内容は、単純な労働指導を目指しており、無

経験者でも就業した日より「家庭収入の幾分かを補足し

得る」賃金が与えられるような和・洋裁の仕立物や手工

品作業で、市内の問屋などから委託されたものである。

それは、集ってくる女子労働者の技能に応じて、仕事の

6９ 
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第22表家事見習所出席人員
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注〉出席人員は昭和４～13年連年のものは延人員数である。

出典〉「社会事業要覧」より作成

「難易」を割当て、出来高払いで支払いを受け、そして

相当の技術収得後は、たとえば洋裁などミシンの必要な

ものは授産場でミシン使用料などをとり就業させ、一

方、家庭で作業が可能なものは、副業として行なうよう

にするようになっていた。

地区にも開設をみるのは、昭和１年であって、養正浴

場の階上で授産場の分場として開設をみ、洋裁の内職を

紹介、さらに昭和３年一心会館内に三条授産分場が開か

れ、やはり、洋裁の授産事業の開始をみた。しかし、こ

の事業も「不況には委託品の減少、工賃単価の低下」を

よんだ。また、一般市価に比し、その仕立賃銀は低廉

で、洋．和裁を例にとっても大体20～40％の安価でもっ

て請取っていたと思われる〔第23表参照）こうして、ミ

シン47台を備え、教師教名が指導し、多数の技術修了者

を出し、修了者に対しても委託加工品の紹介を行なって

きたのである。技術修了者の授産場使用には、１ケ月１

円～１円50銭の使用料を、又、製作委託者よりは、加工

賃相当の１％以内の手数料を徴集して経営費の補助にあ

てた。また、地区隣保館における授産事業にも協力し、

館内の授産組合に対しては工作品の斡旋などを行なっ

た。

一方、日中戦争の勃発による市内染織業の打撃は、多

数の失業者をみ、また、出征軍人家族をどの失業救済授

産などを目的に多数の授産場が設立される。紫野・西陣

・壬生・九条・上京・左京・西院・東山・五条などの授

産場がそれで、これに対応して中央授産場の移転拡充が

行なわれる。

このように授産場は、一般貧民を対象として出発し、

さらに「同和地区」民を中心として技術修得→内・副職

奨励として発展してきたのであるが、日中戦争後は、更

に大きく、一般失業者、軍人家庭の失業救済的性格をも

って推移してきたのであり、【｢同和事業」ilの一環として

の側面はうすれていったのである⑲。以後、現在におい

ては、明確に、この２つの流れは分化し、機能的にも運

営方向上も変化していくのである。

ｈ、公設浴場
Ｃ 

京都市における公設浴場は、全部、「同和地区」にあ

－７０－ 
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l職場値段
ｐｌｍ 

以降の設立をみた諸浴場も地元の団体によって迎消.され

た。ここからの収益は、その地区の改善事業に使川され

ることになっていた。

、開浴は、月１回の休日の他、毎日、午後２時～12時ま

でで、入浴料は、大正末～昭和初期では大人は２～３

銭、小人１～２銭という低額で、昭和３年の例をみる

と、市営浴場の平均１人１銭４～５厘の入浴料に対し、

一般私営浴場は４銭余という４０％以下の低料金であっ

た。（第25表参照)⑳

第23表授産場

j三MYlLljii{)0１
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円円
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１５．５０～１２．００ 
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２．００～１．２０ 

12.00～７ ､５０ 
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1.40～０．８０ 

第25表公営・私営浴場の料金比（昭和３年）
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５４ 出典〉「京都市衛生年報」９より作成

出典〉「社会事業要覧」昭和８年

「京都市における授産事業の調査」より作成
浴場は、その保健・衛生的役割からいっても、地区の

筋肉労働者・住民に大きな役割を果したものと思われ、

以後、幾多の改・増築をえて今日に至っている。る。その創始は、大正12年設立の崇仁．養正浴場で、建

設資金は、前年、簡易保険積立金よりの低利資金94,000

円の融資を受けたことによる。（第24表参照）

経営管理は、市営浴場管理規程に基き、市の監督のも

とに、地元の崇仁青年会・養正大正会が迎営しており、

第24表公設浴場

ｉ、部落産業の協同組合化と転失業問題

昭和12年、日中戦争を契機として、戦時経済体制の強

を化めざす日本経済は、翌年、国家総動員法のもとに物
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置・稚兎購入。青木九一同洗場・共|司農具購入、辰己一

籾摺機・米選機・副業器具をどの購入。

以上のような「地区」における産業へのわずかな援助

金下付という形は、散発的には、大正・昭和初期にもみ

られるのであるが、「地区」一円に何らかのかたちで行

なわれるのは、戦時下に入ってからの特徴であった。

しかし、一方、皮革関係の工場閉鎖・休業は、戦争の

進展のなかであいつぎ、全国では80％の製革・靴工場と

38％の製革労働者、７９％の製靴労働者が、それぞれ閉鎖

・失業に際会した。その他、履物・製肉関係なども深刻

な打撃をうけ、全国部落総戸数の27％が失業者をかかえ

ていたのである⑫。いま、京都府下の状況をみても第２６

表にみられるように、失業状態・転業必要者は10～12％

に及んでいたのであって、都市部の京都市内の各地区は

とりわけ大きな影響をうけたものと思われる。

一方、労働力の側面からみると、さきに、隣保館事業

の一環として「青年公民講座」「少年職業補導講座」「婦

女常職講座」などを開講して青少年労働力の育成一練磨

にあたり、かつ、また、小学校・職業紹介所などを通じ

ての一般産業への就業斡旋・就業助成金交付などを試み

ていたが、戦時下に入り、軍需労働力需要増大により若

年就労者の就労は増加したといわれる。しかし、一方、

｢地区」における就労分野が部落産業のもつ内容から、

軍需転換不可能な分野を占め、かつ、中高年の就労者多

数のため、この転換不能の失業者は、救済土木事業に従

事する。たとえば、昭和13年12月10日から翌年３月末ま

で103日間、延17,789人（１日平均171名）が就労、その

事業内容は、全く失対事業で､｢関係町内並に其の付近に

おける道路清掃、溝渠竣喋」であって、従来のような土

木事業建設ではなく、清掃であった。この就労者の内容

は、「要救済資格」者であり、具体的には、物資動員の

資総動員計画をはかり、統制化による需給関係の調節を

めざした。部落産業は、これにより多大の影響をうけ

る。

昭和13年６)]2311「物資動員計画」実施により、零細

資本が圧倒的な部薙産業に対しても「協同組合」化がめ

ざされ、４組台が結成された。

（１）京都厚皮仲買商業組合

（２）京都別珍鼻緒製造組合

（３）京都靴小売商業組合

（４）京都靴工業組今

これらの組合は、生産の協同化という形で進行したも

のではなく、原料の配給と製品の販売を統制する点に特

徴があり、限られた原料と製品の配給に目的があった。

ただ、靴工業組合に関しては、軍需用生産のための転換

により市当局の、やや積極的な援助があり、ここでは、

生産の助成金を出していた＠．

一方、農事組合にみられるような「地区」別の組織化

の方向がみられ、戦時下の動揺せる部落産業と、「地区」

労働力の保護のため「自覚厚生促進のため副業の効果」

あるいは、「協同組合の助成」に、諸組合が結成される。

楽只共栄授産組合、以下、養正・東三条・錦林・川田．

壬生・清井町、あるいは菅原町農事実行組合以下、青木

元町・鈴川町・納所・太秦･改進･辰巳などの各「地区」

の農事組合・製俵組合など。

このようにして結成をみた各組合に対してさらに「融

和事業10ケ年計画」の一環として産業経済施設奨励金が

京都府より出され、共同農具・作業場などの購入設置が

なされている。たとえば、楽只一編物などの副業器具購

入、養正一輸出玩具・刺繍・洗張などの製作用具、川田

一養兎場設置、菅原一籾摺・米選機購入、清井一製縄機

・莚機購入、唐戸一蔬菜共同洗場設置、鈴川一同洗場設

第28表京都府失・休業者並要転業者状況

転業転職又は副業転換
等を必要と認むる者従業戸数｜従業者数｜失業又は休業状態に在る者調査地

区数

（70） 

従業戸数 従業者数従業戸数

圭顯藤i：
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出典〉「融和事業関係地区産業並職業転換状況」昭和14年より作成
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Dで考え、小学校不就学とも関連すること。やがて成人

教育まで対象とする隣保館にまで発展していく過桿を略

記した。

家事見習・授産場では、地区住民の行儀見習・内職な

どの意味が問われ、一般産業分野や社会をどの就業や交

際の機会における習慣などの「同和」的役割をもったこ

とを指摘した。

公設浴場では、その運営の問題や采した健廠｣二の役割

についてのべた６

最後に、戦時下における産業一労働力対策として協同

化と転失業・移民の問題をのべたが、不十分におわって

いる。とりわけ協同化のもとでの産業の状況について

は、今後の追求をまたねばならない。

そして、以上の諸論点を、当時の水平連動のなかで位

置づけることが、今後の課題となる。

（注）

①一般救済事業が本格化するのは、「大逆事件」に

よる影響防止のためである。この事業に熱心だったの

は、最も天皇主義者であった山県系官僚・政治家であ

った。吉田、前掲書297頁。また、社会事業や方面委

員制度などの官僚・行政機構の整備も、「米騒動」を

契機としている。講座「社会保障」第３巻63～４頁。

「日本の救貧制度」183～５頁を参照。なお、この節に

関しては､｢融和事業年鑑」と小林茂「同和事業のあゆ

み」部落６５．６号、最近の業績として原田伴彦「戦前

・戦後の同和行財政」経済学雑誌６５－１によった。ま

た、本稿の「同和」概念の使用については、原田論文

４頁の「所以」による。

②朝田善之助・木村京太郎「全水創立前後」部落７１

号における朝田発言をみよ。（58～９頁）そこには、

米騒動における部落民の先導的役割についての言及が

ある。また、官庁資料によっても、崇仁・義正・壬生

の参加がみられ、三条では、改善同盟一心会の前身団

体が、４昼夜にわたって町内要所を張番して騒擾防止

につとめ、米の廉売にのりだし、翌年からは、女子に

「鹿の子絞り」男子には「輸出貝釦」の内職奨励につ

とめていることに留意せよ、内務省「部落改善の概

況」大正10年調181～2頁。この「米騒動」検挙者数字

は、講座「部落」部落の歴史(下)による。

③内務省社会局「社会局関係事務概要」によった。

④にもかかわらず、同和事業に対する政府不満はの

べられ、単なる答申的発言に止まらない。失業者救済

費に比して同和予算の少なさが叫ばれ、米騒動があっ

たから予算をくみ、また事件があったから増額する

「丸で子供に菓子をやるが’１１〈にして、今日の60万円

程度に達した｣、この会合に大臣の１人も出席しない。

影響を受け、転業困難なる者のうち、（ｲ)、従来の職業の

関係上、身体虚弱なるもの、（ﾛ)、年令、男55歳、女45歳

以上の者に限られていた⑳。

いま一つの対策は、移民であった。昭和11年以来、満

州農業開拓民募集を始め、13年度より青少年義勇軍の選

出をはじめている。「地区」民の移住は不Ｉﾘ)であるが、

京都市では、移民21名、義勇軍191名（昭和14年12月現

在）あった。この問題は、第１次全国融和事業協議会で

も重視され、京都府親和会の坂口真道、府社会事業主事

の森梁香も「移住は融和問題解決｣二大きな内容を'|)つ」

として積極的な取組みを表明している。しかし、その会

議で、「移住する時は内地の差別が移住する」⑳と指摘

されているように、その計画は、何ら「差別」の解決に

ならず、又、失業救済としても積極的な展開をみずに終

った。

Ⅲ、要約

以上、Ｉ、Ⅱ、でのべたことを要約しておく。

エにおいては、同和地区の人口流動状況から、その集

積の状態と、朝鮮人の流入などによる、より重層的な差

別構造の形成をのべた。

そして、その職業構成のうえで一般産業分野への就労

がみられるが、一方、未熟練労働力の彪大な存在（行商

・日雇層）があり、また、部落産業も低滞性を示してい

ることを論じた。そして、所得分析において、低賃銀が

兼業、幼年労働、子女内職などによる家族ぐるみの労働

形態によってカバーされていることをのべた。

生活状況も、住居の劣悪性と狭縊性を論証し、施設に

おいても、用水・下水・便所・採風光・道路などの悪条

件をのべ、そこからひきだされる健康上の諸障害を指摘

した。

そして、最後は、以上のもたらす諸結采が教育にも影

響し、世代交代による経済的上昇の可能性が困難な条件

をもつことを示した。

Ⅱにおいて、まず、全国的な同和政策の立案者一行政

の側の対応過程を略記し、京都市の同和財政の概括をの

べた。

そして、行政施策別に項目をたて、地区整理事業にお

ける不十分さと、1940年代にはじまる実現しなかったが

壮大な立案の紹介を試み、その過程に水平連動の側から

する工作があったことを簡記した⑳。

トラホームに関しては、その異常な発生と対策の試み

を指摘し「社会病」として地区のおかれた劣悪な住居と

地域の諸条件と不可分左相関関係にあることの関連での

べた。

託児所では、その幼児教育を、両親の労働とのつなが
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､汐

良事業力法二付テハ改良法ニヨルモノハ土地７買収シ

良'１２毛ハソノ敷地|ｍ積ﾉ|;l1当分ヲ保詔シ移11扇セシムル

モ、不良１１２毛ハ之ヲ一掃シ11米或ハ６米ノ絆線道路ヲ

築造シ宅地ヲ造成、木造２階建改良住宅ヲ建設ス、ソ

ノ際一時収容所ヲ設ク……改良住宅ハ世帯員数二応シ

５種二分チ、所要数ノ店舗付住宅ヲ以テ現住'11帯数ニ

ヨリ建設ス、尚、物置作業場ノ付帯施設ヲ設ク、尚、

改良住宅ハー定ノ使用料ヲ徴シ貸付ス、又、地区整理

ニヨルモノノ改良住宅右二準ジ実施シ管理ス」るもの

で、その|け源は、改良法によるものは50％国庫補助

金、２５％府補助金で10ケ年間分割交付であった。また

不足額は起債による計画であった。そして、地方改善

法によるものは、７５％が国庫、５％が府補助金とし、

公債償還費は、地元民負担として約200万円見込まれ

ており、総負担額の約25.6％にあたっていた。以上の

資料は、京都市蔵「不良住宅地区改良事業計画」所収

の「不良住宅地区改良計画概要」によっている。この

「概要」は「本文」と若干の数字上の誤差があるが柵

想は同じである。なお、前年度計画より予算増大は、

土地買収策が計画されたからである。又、本文に引用

したものは、市蔵「地区改善委員会一件綴」昭和14年

４月起によった。

⑪渡部徹編「京都地方労働運動史」1543～６頁。な

お、この大計画の関係者には、朝田善之助がいた。朝

田、前掲書163～４頁参照。また、「10ケ年計画」の戦

時下の停滞については、部落の側から強い実施要求が

出ている。

⑫「市勢要覧」昭和４年251頁、「市社会事業要覧」

各年次参照。

⑬「市社会事業要覧」昭和９年、をおく京都市にお

ける託児所で、市立のものは、ほとんど同和地区にあ

り、一般地区では私設託児所が多い。「京都市におけ

る乳幼児保育事業に関する調査」昭和15年による。

⑭「市社会事業概要」大正13年版

⑮「同上」大正12年版

⑯「市社会事業要覧」昭和15年版

⑰「同上」昭和16年版

⑬「市社会事業概要・要覧」各年次による。

⑲「同上書」

⑳「同上書」

⑪昭和15年９月になると両丹靴工組合と合して連合

会とたり、府下一円に組織化された。会の目的は「製

品の検査並に取締、統制、営業に必要なる物の供給」

とある。「京都府工業組合概史」424頁参照。なお、

「市社会事業要覧」も参照。

⑫簡単には識座「部落」部落の歴史（下）183頁に

水平迎勅に同感する、華族制度はなんという存在だ等

々、注|了'すべき批判点が続出している。「第２回融和

団体連ｲ丁会大会紀要」を参照のこと。また、岡山の全

水ＩＩｉｆ部の野崎清二が「協和会」から水平社に入った事

情など他の社会事業団体と違った諮問機関一団体とし

てあることは今後、究明すべき課題である。

⑤この点の追求が「融和運動」の思想とその実績に

即して解明されねばならないのだが、今後の作業をま

たねばならない。たとえば、京都市に即しても、水平

社成立のときに果した役割（前掲、朝田発言・対談論

稿）や昭和10年結成をみる養正・陶化・上鳥羽・楽只

などの融和促進委員会の結成など追求すべき課題は多

い。

⑥なお、京都市の社会事業との関連で同和事業をお

さえておくならば、市の事業対象は、２つあったとい

う。一つは、染織業一零細家内工業の労働者失業・生

活保護問題で、いま１つは「本市の歴史性に基づく融

和事業関係地区の多量的存在並に因襲的差別観念の根

強き遺存に規制せられ」ろ部落問題とであった。した

がって、他市と違い、その社会政策上の位置における

部落問題の重さについては、行政担当者は「凡ゆる社

会事業部門に於て、これら対象（地区）との関係に特

別顧慮されている」という。「京都市の融和事業」１６

～７頁。

⑦大蔵省・日本銀行「財政経済統計年報」121頁の

「歳入歳出純計・予算純計額」による計算である。

③何故、高いといえないか、以下の諸節にみられる

ように、「地区」住民の生活改善、教育・就業構造に

積極的な諸変化を与えていないことから規定してい

る。戦後一現在への変容については、目下、検討をは

じめている。なお「融和事業年鑑」の1940年における

京都府の同和予算９万円余は、市と比較して､少〈、

今後の同和財政史における統計的整理は、市財政にお

ける同和予算の集計から試みなければならない。

⑨「融和事業年鑑」の各年次参照。なお、京都市の

場合の地区整理は、「市社会事業要覧・概要」の各年

次版による。

⑩この計画は、昭和15年以降、さらに政府と接渉を

み、次のような改良案の決定をみた。改良地区面積

は、30,756坪、（総面積の25％）改良戸数1,422戸（総

戸数の30％)、事業費580万円で、改良法適用の出費

477万円（内、５０％国庫、２５％府補助）残額の約103万

円は、地区整理法によるもので（内、２０％は市負担、

７５％は国、５％は府）あった。しかし、翌年、さらに

修正をみ、「８地区全地域……其ノ面積125,331坪、改

良住宅戸数4,545戸、事業費総額20,740,178円……改
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1930年代前後における都TIj部落の状態とliilWl11禍業について

⑳「市社会事業要覧」参照。

⑭「融和事業年鑑」昭和15年版41瓜。

⑮この点は、水平社内部から起った「厚生報国巡

動」の京都での展開との関連でのべられなければなら

ない。また、この運動が「国民淵!』ﾈ'|'総動員連動」など

とのつながりで戦時経済の高度化という「革新」状況

との対応で行なわれてきており、また、行政との合作

の左かでの壮大な展望をもったことの意義は、戦時下

の水平運動を論ずる点で重要な論拠をたすもので稿を

よる。以下、各府県の状況は、「融和事業関係地区産

業並職業岻換状況」によってみられたい。この点に関

する産業史のＩｌｌＩＩからする追求は、「時局と中小企業一

転失業|Ｈ１題」１ﾘT収の'１１中・美濃|]論文参照のこと。こ

こでは、部落産業に集中した打撃の状況が語られてい

る。また、「lW1lI和事業年鑑」昭和13年、７３～８頁も部

落産業の府県別の悪化の状況を概括している。そし

て、転業しても、その職場で差別をうけ、また靴・履

物、修理などに逆転する状況もあった。「第２回中央

改めて考えてみたい。協議会会議録」の議論参照。
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